
医療法人社団青燈会介護員養成研修事業 学則 

 

（開講の目的） 

第 1 条 青燈会（以下当法人）は生涯学習に努め、医療及び看護、介護の質の向上を目指しておりま

す。介護に従事しようとする者を対象とし、業務を遂行する上で必要な知識、技術を習得し基本的な介

護サービスができる人材を育成することを目的としています。 

 

（研修事業の名称） 

第 2 条 SEiTO ヘルスケア研修所介護職員初任者研修 

 

（研修課程） 

第 3 条 研修課程は、介護職員初任者研修課程とする。 

 

（研修形式） 

第 4 条 研修形式は、通信形式とする。 

 

（研修カリキュラム） 

第 5 条 別添「青燈会介護職員初任者研修カリキュラム」のとおりとする。 

 

（専任講師） 

第 6 条 専任講師については、配置しない。 

 

（研修終了の認定方法） 

第７条 茨城県介護員養成研修事業指定要綱に定める所定のカリキュラムを全て修了し、「9,こころとか

らだのしくみと生活支援技術」の中で、介護技術の習得が評価され、かつ修了評価の結果が所定の水準を

超えるものであることが確認された場合に修了証明書を交付し、修了認定を行う。 

 

（受講資格） 

第 8 条 次の者に受講資格を認める。 

⑴介護業務に従事を希望する者 

⑵介護従事者 

 

（受講手続） 

第 9 条 募集手続きは次のとおりとする。 

⑴当法人指定の申込用紙に必要事項を記載のうえ、期日までに申し込む。ただし定員に達した時点で申

し込み受付は終了する。 

⑵当法人は、書類審査のうえ、受講者の決定を行い受講決定通知書を受講者あてに通知する。 



⑶受講通知書を受け取った受講者は、指定の期日までに受講料を納入する。 

 

2,解約については受講開始前の解約についてのみ、振込手数料を差し引いて銀行振り込みにて返還を行

う。また受講開始後の解約については応じられないものとする。 

 

（受講料） 

第 10 条 受講料は、30,000 円（テキスト、実習費込み）とする。 

 

（通信実施方法） 

第 11 条 通信形式の研修は E ラーニング方式で実施する。 

 

2,通信形式で研修を行う対象地域は、那珂市、日立市、常陸太田市、常陸大宮市、城里町、東海村、ひた

ちなか市、水戸市とする。ただしスクーリングが可能と判断できればこの限りではない。 

 

（通信形式の添削指導の方法） 

第 12 条 添削指導方法については、期限までに課題が合格点に達している事を確認する。合格点に達し

ていない場合には、面接指導等を行った後に課題を再受講する。 

 

（科目免除の取り扱い） 

第 13 条 科目の免除は行わないものとする。 

 

（研修の遅刻、早退、欠席者の取り扱い） 

第 14 条 研修開始前に受講生証の掲示により出欠の確認をする。やむを得ず欠席する場合は、必ず研修

開始前に電話等により届け出ることとする。なお 15 分以上遅刻、早退した場合は欠席とする。 

 

（補講について） 

第 15 条 事業者が認めた事情において研修を欠席した場合は、研修期間内での補講を受けることにより

当該科目に出席したものとみなす。 

 

（受講の取消しについて） 

第 16 条 次に該当する者は、事業者の判断により受講を取消すことができる。 

 ⑴学習意欲が著しく欠け修了の見込みがないと認められる者 

 ⑵学習態度が著しく悪くカリキュラム進行を妨げる者 

 ⑶自力で演習内容を行うことができない者 

 ⑷その他、事業者が不適当とみなした者 

 

2,受講の取消しに至った者は、それまでに受講した研修について全て無効とする。 

 



（修了者の管理方法） 

第 17 条 修了者は修了者名簿に記載し、要綱に指定された様式に基づき茨城県知事に報告する。また修

了者の情報については永年管理する。 

（その他留意事項） 

第 18 条 研修事業の実施に当たり、以下のとおり必要な措置を講ずる。 

 ⑴苦情等の対応：青燈会運営企画課 TEL 029-295-2611  

 ⑵研修等で知り得た情報をみだりに他人に知らせる、又は不当な目的に使用することを禁止する。 

 

（個人情報の管理） 

第 19 条 当該研修における個人情報について厳正に管理を行う。 

 ⑴等事業者は本人確認書類などにより知り得た受講生などの個人情報をみだりに他人に知らせ、又は

不等な目的に使用しない。 

 ⑵受講者については、研修等で知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、または不当な目的に使用

することがないよう受講者から誓約書の提出を求める。 

 

（施行細則） 

第 20 条 この学則に定めのない事項で必要があると認められる場合は、当法人がこれを定める。 

 

附 則  

 

この学則は令和 6 年 10 月 1 日から施行する。 


